
令和５・６年度 第７回国分寺市青少年問題協議会 

 

日 時：令和６年８月８日（木）午後２時～４時 

会 場：国分寺市役所 書庫棟会議室 

 

[会議次第] 

１ 開会 

  

  

  

 ２ 勉強会 

 テーマ：市内における子ども若者を取り巻く現状について 

  

  

３ 協議事項 

（１）令和５・６年度の成果物に関する協議 

 

  

  

４ その他 

 

 

 

≪配布資料≫ 

資料１ 国分寺市子ども若者・子育ていきいき計画に関するアンケート調査結果報告書 
（概要版） 

資料２ イラスト一覧 

資料３ 令和５・６年度国分寺市青少年問題協議会活動計画（確定版） 

参考資料 国分寺市子ども若者・子育ていきいき計画に関するアンケート調査結果報告書 
【ホームページ URL】 
https://www.city.kokubunji.tokyo.jp/_res/projects/default_project/_page_/ 

001/032/642/anketo.pdf 
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１ アンケート調査の実施概要 

(1) 調査の目的 

「次期国分寺市子ども若者・子育ていきいき計画（計画期間：令和７年度から 11年度）」の策

定の基礎資料として、市民の生活実態やニーズ等を把握することを目的に調査を実施するもの

です。 

(2) 調査対象 

住民基本台帳から無作為抽出 

(3) 調査期間 

令和５年 10月４日から令和５年 10月 26日 

(4) 調査方法 

郵送による配布、郵送・インターネットによる回収 

(5) 回収状況 

調査名 配布数 有効回答数 有効回答率 

就学前児童の保護者 1、000通 

全体：496通 

郵送：278通 

WEB：218通 

全体：49.6％ 

郵送：27.8％ 

WEB：21.8％ 

小学生とその保護者 1、000通 

全体：430通 

郵送：162通 

WEB：268通 

全体：43.0％ 

郵送：16.2％ 

WEB：26.8％ 

12歳から 18歳 

（中学生・高校生年代） 
500通 

全体：139通 

郵送：64通 

WEB：75通 

全体：27.8％ 

郵送：12.8％ 

WEB：15.0％ 

18歳から 39歳 500通 

全体：125通 

郵送：58通 

WEB：67通 

全体：25.0％ 

郵送：11.6％ 

WEB：13.4％ 

 

(6) 調査結果の表示方法 

・回答は各質問の回答者数（n）を基数とした百分率（％）で示してあります。また、小数点以

下第２位を四捨五入しているため、内訳の合計が 100.0％にならない場合があります。 

・複数回答が可能な設問の場合、回答者が全体に対してどのくらいの比率であるかという見 

方になるため、回答比率の合計が 100.0％を超える場合があります。 

・帯グラフのみやすさの観点から 0.0（％）の表示を省略しています。 

・数字の重なりが発生するグラフの一部では、無回答の数値の表記をグラフ右に 0.2 として表

示しています。 

・平成 30年度調査比較がないものは、平成 30年度に実施していない、または比較困難なため

表示していません。 
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２ 調査結果 

(1) 家庭内での子育ての役割分担について（就学前児童保護者・小学生保護者） 

就学前児童保護者、小学生保護者ともに前回調査時よりも「父と母両方で分担」の割合が高く

なっています。家庭内での子育ての役割分担について偏りが減ってきていることがうかがえます。 

 

A 食事や身の回りの世話 

（就学前児童保護者） 

 

 

 

 

 

 

 

（小学生の保護者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B 洗濯や部屋の掃除 

（就学前児童保護者） 

 

 

 

 

 

 

 

（小学生保護者） 

 

 

 

C 病気の時の世話 

2.2

0.4

55.4

72.2

41.3

26.0 0.7

0.4
0.1

0.6

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度（n=496）

平成30年度（n=742）

父 母 父と母両方で分担 父・母を除く同居の家族 その他 無回答 .

4.6

3.0

57.5

67.4

36.5

28.3

0.6

0.8

0.2

0.3

0.6

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度（n=496）

平成30年度（n=742）

父 母 父と母両方で分担 父・母を除く同居の家族 その他 無回答 .

2.3 

0.6

68.6 

81.9

25.8 

17.1

0.7 

0.1

0.9 

1.6 

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度(n=430)

平成30年度(n=788)

父 母 父と母両方で分担 父・母を除く同居の家族 その他 無回答 .

4.7 

1.8

65.1 

75.1

26.5 

22.2

1.2 

0.4

0.9 

1.6 

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度(n=430)

平成30年度(n=788)

父 母 父と母両方で分担 父・母を除く同居の家族 その他 無回答 .
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C 病気の時の世話 

（就学前児童保護者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（小学生保護者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1.6 

0.4

59.5 

74.5

37.5 

23.6

0.2 

0.3

0.6 

0.7

0.6 

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度（n=496）

平成30年度（n=742）

父 母 父と母両方で分担 父・母を除く同居の家族 その他 無回答 .

2.6 

0.5

70.0 

79.6

24.2 

18.1

0.2 

0.5

1.4 

0.6

1.6 

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度(n=430)

平成30年度(n=788)

父 母 父と母両方で分担 父・母を除く同居の家族 その他 無回答 .
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(2) 父の就労状況について（帰宅時間）（就学前児童保護者・小学生保護者） 

就学前児童保護者・小学生保護者ともに、前回と同様に「21時以降」の割合が最も高くなって

いますが、前回調査よりも全体的に早くなっており、育児に参加できる機会が増加していること

がうかがえます。 

 

（就学前児童保護者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（小学生保護者） 

 

 

 

 

  

0.4

0.2

0.2

0.0

1.8

5.5

14.4

18.1

18.9

39.6

0.8

5.0

0.3

0.3

0.7

7.1

15.7

20.9

47.4

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

12時前

12時台

13時台

14時台

15時台

16時台

17時台

18時台

19時台

20時台

21時以降

無回答

令和５年度（n=487）

平成30年度（n=700）

.

0.5 

0.2 

1.2 

2.7 

9.9 

13.4 

20.8

48.3

3.0

4.0

0.7

0.1

0.5

0.3

1.5

5.2

11.6

20.7

52.7

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

12時前

12時台

13時台

14時台

15時台

16時台

17時台

18時台

19時台

20時台

21時以降

無回答

令和５年度(n=404)

平成30年度(n=730)

.
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(3) 母の就労状況について（帰宅時間）（就学前児童保護者・小学生保護者） 

就学前児童保護者・小学生保護者ともに、父と同様に、前回調査よりも全体的に早くなってお

り、育児に参加できる機会が増加していることがうかがえます。 

 

（就学前児童保護者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（小学生保護者） 

 

 

 

 

 

 

 

  

1.3

2.6

3.4

9.7

35.8

31.6

6.3

0.8

1.3

2.6

4.1

0.2

4.8

14.3

38.4

19.5

4.8

2.8

3.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

12時前

12時台

13時台

14時台

15時台

16時台

17時台

18時台

19時台

20時台

21時以降

無回答

令和５年度（n=380）

平成30年度（n=461）

.

0.9

1.5

4.5

8.1

9.9

9.0

18.6

28.8

9.0

3.9

2.4

3.3

1.3

0.5

5.4

10.5

8.5

13.2

23.6

18.7

2.7

2.2

4.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

12時前

12時台

13時台

14時台

15時台

16時台

17時台

18時台

19時台

20時台

21時以降

無回答

令和５年度(n=333)

平成30年度(n=555)

.
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(4) 母の就労状況について（就業形態）（就学前児童保護者・小学生保護者） 

就学前児童保護者・小学生保護者ともに、前回調査時よりも「フルタイム」の割合が増加して

います。また、子どもの年齢が若い方が「フルタイム」の割合が高い傾向にあります。背景には、

就業希望が増加していること、育児休業の普及により、育児による退職が減少したことや、出産・

育児期間からの復職が容易になったことなどが考えられます。また、育児休業の普及は、「以前は

就労していたが、現在は就労していない」の割合の減少にも影響していることが考えられます。 

 

（就学前児童保護者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（小学生保護者） 

 

 

 

 

 

 

 

  

56.7

45.4 

20.0

16.9 

20.6

35.5 

1.6

1.2 

1.2

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度(n=496)

平成30年度(n=740)

フルタイム アルバイト

など

以前は就労して

いたが，現在は

就労していない

これまで就労

したことがな

い

無回答 .

42.6 

31.3 

34.9 

39.3 

18.4 

27.0 

0.9 

1.8 

3.3 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度(n=430)

平成30年度(n=786)

フルタイム アルバイトなど 以前は就労して

いたが，現在は

就労していない

これまで就労

したことがない

無回答 .
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(5) 母の出産前後の離職の有無（就学前児童保護者） 

前回よりも「離職した」の割合が減少し、「継続的に働いていた（転職も含む）」が増加してい

ることから、出産・育児と仕事の両立がしやすい社会へと変化していることがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 父の育児休業の取得について（就学前児童保護者） 

前回よりも「取得した（取得中である）」の割合が増加しています。育児休業の取得が普及して

きています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 母の育児休業の取得について（就学前児童保護者） 

父親と同様、前回よりも「取得した」の割合が増加しています。育児休業の一般化に加え、就

業形態が正社員化していることが考えられます。また、育児休業の取得における男女差は依然と

して大きい状態が続いています。 

 

 

 

 

 

 

  

20.8 

24.6 

62.3 

50.1 

12.9 

22.8 

4.0 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度（n=496）

平成30年度（n=740）

離職した 継続的に働いていた（転職も含む） 出産１年前にすでに働いていなかった 無回答 .

21.6 

8.2

76.0 

86.3

0.4 

1.3 

0.8 

1.2 

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度（n=496）

平成30年度（n=742）

取得した（取得中である） 取得していない 働いていなかった その他 無回答 .

65.3 

50.4

6.7 

10.8

26.6 

36.1 

0.4 1.0 

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度（n=496）

平成30年度（n=742）

取得した（取得中である） 取得していない 働いていなかった その他 無回答 .
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(8) 子どもが利用している施設等（就学前児童保護者） 

「幼稚園」が減少し、「認可保育所」が増加しています。これは、母親の就業率が高まっている

ことが影響していると考えられ、今後の就学前児童人口とともにその推移について注視していく

必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：％） 

 幼
稚
園
（
幼
稚
園
の 

預
か
り
保
育
含
む
） 

認
可
保
育
所 

認
定
こ
ど
も
園 

小
規
模
保
育 

家
庭
的
保
育 

事
業
所
内
保
育 

認
証
保
育
所 

ベ
ビ
ー
シ
ッ
タ
ー 

企
業
主
導
型
保
育
施
設 

そ
の
他
の
認
可
外 

保
育
施
設 

そ
の
他 

利
用
し
て
い
な
い 

無
回
答 

令和５年度

(n=496) 
24.2 56.7 0.6 0.0 0.0 1.2 3.4 0.2 0.8 1.6 1.6 9.1 0.6 

平成 30 年

度(n=493) 
36.3 51.5 0.8 0.6 0.2 1.2 2.2 - - 1.2 1.6 - 1.4 

 

  

24.2

36.3

56.7

51.5

9.1 0.6

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度(n=496)

平成30年度(n=493)

幼稚園

（幼稚

園の預

かり保

育含む）

認可

保育

所

認定

こど

も園

小規

模保

育

家庭

的保

育

事業

所内

保育

認証

保育

所

ベビー

シッタ

ー

企業主

導型保

育施設

その他

の認可

外保育

施設

その他 利用し

ていな

い

無回答
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(9) 子どもが病気やケガなどで小学校を休んだときの対処方法（小学生保護者） 

母親のフルタイムでの就業が増えていることから、「父または母のうち就労していない方が子

どもをみた」が減少し、「母が仕事や学校などを休んだ」「父が仕事や学校などを休んだ」が増加

しています。一方、「その他」の回答のうち、記述にて「在宅勤務・テレワークなどで対応した」

という回答が多くありました。共働き家庭、特にフルタイムの増加は、病児・病後児支援等の需

要を増加させますが、一方で保護者が在宅で子どもの面倒を見ながら働ける環境も徐々に普及し

つつあることから、サービスの供給量を検討する上では、就労形態の多様化についても考慮する

必要があると思われます。 

 

 

  

69.3 

28.4 

22.3 

15.8 

9.3 

4.6 

4.7 

1.2 

50.4

14.5

28.4

13.5

9.8

9.1

5.5

0% 20% 40% 60% 80%

母が仕事や学校などを休んだ

父が仕事や学校などを休んだ

父または母のうち就労していない方が子どもをみた

親族・知人に子どもをみてもらった

仕方なく子どもだけで留守番をさせた

その他

休んだ日はなかった

無回答

令和５年度(n=430)

平成30年度(n=788)

.
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(10) ホッとできる場所（小学生、中学生・高校生年代） 

ホッとできる場所を小学生と中学生・高校生年代で比較すると、小学生のほうが多い項目は「自

宅（自分の部屋以外）」、「学校（学童保育所含む）」、「図書館、公民館、公園」「塾や習い事」「友

達の家」「児童館や国分寺市プレイステーション」となっており、中学生・高校生年代のほうが多

い項目は「自分の部屋」「インターネット空間（ＳＮＳ、YouTube やオンラインゲームなど）」な

どとなっています。 

 

 

 

 

 

 

  

82.6 

45.1 

37.9 

24.7 

20.2 

18.6 

15.3 

12.6 

5.3 

2.1 

5.8 

0.5 

1.4 

76.3

66.9

28.8

12.2

5.8

6.5

20.1

2.9

8.6

2.2

2.2

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅（自分の部屋以外）

自分の部屋

学校（学童保育所含む）

図書館，公民館，公園

塾や習い事

友達の家

インターネット空間（ＳＮＳ，YouTubeやオン

ラインゲームなど）

児童館や国分寺市プレイステーション

コンビニやハンバーガー屋，カラオケボック

ス・ゲームセンターなど

放課後等デイサービス事業所

その他

ホッとできる場所はない

無回答

小学生(n=430)

中学生・高校生年代（n=139）

.
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(11) ホッとできる場所の数（小学生・中学生高校生年代） 

ホッとできる場所の項目を、「自宅と自宅以外の両方」「自宅のみ」「自宅以外のみ」の３つの区

分に分け集計したところ、「自宅と自宅以外の両方」が約７割に対して、「自宅のみ」「自宅以外の

み」の、「複数の居場所を持っていない子」が約３割となっています。また、居場所について、選

択した数を集計したところ、「１か所」の割合が多くなっています。 

国の子どもの居場所づくりに関する指針においても、居場所を持てていることや、またその居

場所が複数あることは、自己肯定感や将来への希望などの自己認識の前向きさに関係し、子ども

の育ちにとって極めて重要であるとされていることから、子どもが複数の居場所を持てるよう、

多様な地域の居場所づくりが求められます。 

 

（自宅と自宅以外に分けて集計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（選択した数を集計） 

 

 

 

 

 

 

  

70.3

65.1

76.7

65.5

66.7

25.0

29.6

19.0

29.3

30.9

3.7

4.3

3.0

5.2

2.5

1.1

1.1

1.3

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=569)

小学生低学年(n=186)

小学生高学年(n=232)

中学生(n=58)

高校生年代(n=81)

自宅と自宅以外の両方 自宅のみ 自宅以外のみ 無回答

27.2

32.8

20.7

31.0

33.3

26.2

25.3

26.7

31.0

22.2

20.6

16.1

22.0

19.0

28.4

13.0

11.8

14.7

8.6

12.3

12.0

12.9

14.7

10.3

3.7

1.1

1.1

1.3

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=569)

小学生低学年(n=186)

小学生高学年(n=232)

中学生(n=58)

高校生年代(n=81)

１か所 ２か所 ３か所 ４か所 ５か所以上 無回答



12 

 

(12) 不安や悩みを感じたこと（中学生・高校生年代、20歳代・30歳代） 

中学生・高校生で最も高い項目は、「勉強・受験・進路」、20歳代が最も高い項目は「将来」「お

金」、30歳代が最も高い項目は「仕事に関すること」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

69.0

36.2

29.3

22.4

36.2

22.4

12.1

12.1

6.9

6.9

20.7

74.1

46.9

40.7

28.4

17.3

13.6

12.3

8.6

3.7

2.5

14.8

51.1

66.7

42.2

60.0

6.7

4.4

33.3

17.8

6.7

2.2

4.4

0.0

62.0

50.6

43.0

57.0

13.9

7.6

6.3

26.6

2.5

8.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

勉強・受験・進路（中学生・高校生年代）

仕事に関すること（20歳代・30歳代）

将来

自分の容姿や身体・健康

お金

友人・知人（インターネットやＳＮＳ上での

友人・知人」は除きます。）

なんとなく

恋愛

家族

インターネットやＳＮＳ上での友人・知人

その他

特にない

無回答

中学生(n=58)

高校生年代(n=81)

20歳代（n=45）

30歳代（n=79）

.
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(13) ヤングケアラーの認知について（中学生・高校生年代） 

ヤングケアラーを「聞いたことがあり、内容も知っている」割合は全体では５割を超えており、

中学生よりも高校生のほうが割合は高くなっています。 

 

 

ヤングケアラーという言葉をどこで聞いたことがあるかについて、「テレビや新聞、ラジオ」の

割合が 76.2％と最も高く、次いで「ＳＮＳやインターネット」の割合が 38.6％となっています。 

 

「その他」回答 

・母：２件 ・親 ・おうちの人 ・模試の文章 ・学校の授業中にテレビで知った 

57.6 

41.4 

69.1 

15.1 

19.0 

12.3 

23.0 

32.8 

16.0 

4.3 

6.9 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=139)

中学生(n=58)

高校生年代(n=81)

聞いたことがあり、内容も知っている 聞いたことはあるが、よく知らない 聞いたことがない 無回答 .

 

76.2

38.6

31.7

11.9

8.9

5.0

5.9

1.0

80.0

31.4

25.7

11.4

11.4

0.0

5.7

74.2

42.4

34.8

12.1

7.6

7.6

6.1

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テレビや新聞、ラジオ

ＳＮＳやインターネット

学校

雑誌や本

チラシや掲示物

友人や知人

イベントや交流会など

その他

無回答

全体(n=101)

中学生(n=35)

高校生年代(n=66)

.
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自身をヤングケアラーだと思うかについて、「いいえ」の割合が 95.7％、「はい」の割合が 1.4％

となっています。 

 

「お世話が必要な人はどなたですか」という質問については、「きょうだい」１件と、その他回

答が 1 件となっています。「自身をヤングケアラーだと思うか」に対して「はい」と回答した人

の中で、自身に起こっていることとして、「友人と遊べないことがある」、「特にない」という回

答がそれぞれ１件となっています。 

 

 

 

 

 

1.4

1.7

1.2

95.7

93.1

97.5

2.9

5.2

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=139)

中学生(n=58)

高校生年代(n=81)

はい いいえ 無回答

 



Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ

Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ

Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ Ｖ

第７回青少年問題協議会

資料２



ア イ ウ エ オ カ

キ ク ケ

コ サ



 

令和５・６年度国分寺市青少年問題協議会活動計画（確定版） 

 

令和５年度 開催日時・場所 内 容 

第１回 

７月 20 日（木） 

午後２時～３時 30 分 

第３委員会室 

１ 市長挨拶 

２ 委員委嘱 

３ 会長及び副会長の互選 

４ 青少年問題協議会の活動について 

５ 協議事項 

・令和５・６年度に取り組むテーマの検討 

第２回 

８月 25 日（金） 

午後２時～４時 

書庫棟会議室 

１ 令和５・６年度に取り組むテーマの決定 

２ 令和５年度勉強会の講師について 

第３回 

10 月 12 日（木） 

午後２時～４時 

書庫棟会議室 

１ 令和５・６年度テーマに関する議論 

２ 令和５・６年度の成果物に関する協議 

第４回 

 

11 月 10 日（金） 

午後２時～４時 

cocobunji プラザ 

１ テーマに関する講演等 勉強会 

 (過去の実例) 

【平成 25 年度】中学生との意見交換 

(テーマ：いじめと虐待) 

【平成 27 年度】小平児童相談所所長より児童相談所の事例

等について 

（テーマ：不登校・引きこもりの子どもに地域ができること） 

【平成 29 年度】東京学芸大学副学長 松田恵示氏の講演 

（テーマ：「家庭をとりまく地域を考える」） 

【平成 31 年度】東京学芸大学 准教授 北澤 武氏の講演  

（テーマ：「子どもの気持ち（声）を受けとめていますか」

～SNS トラブルの観点から学ぶ～） 

【令和３年度】東京学芸大学准教授 柴田彩千子氏の講演 

「地域でやさしく育てよう子どもの心」 

第５回 

１月 26 日（金） 

午後２時～４時 

書庫棟会議室 

１ テーマに関する講演等 勉強会の振り返り 

２ 令和５・６年度の成果物に関する協議 

３ 令和６年度の活動計画について 

４ 令和６年度勉強会の講師について 

第７回青少年問題協議会 
資料３ 



 

令和６年度 開催日時・場所 内 容 

第６回 

４月 25 日（木） 

午後２時～４時 

プレハブ第１会議室 

１ 令和６年度の進め方とスケジュールについて 

２ 令和５・６年度の成果物に関する協議 

第７回 

８月８日（木） 

午後２時～４時 

書庫棟会議室 

１ 勉強会 

２ 令和５・６年度の成果物に関する協議 

 

第８回 

10 月４日（金） 

午後２時～４時 

 書庫棟会議室 

１ テーマに関する講演等 勉強会の振り返り 

２ 令和５・６年度の成果物に関する協議 

第９回 

12 月６日（金） 

午後２時～４時 

書庫棟会議室 

１ 令和５・６年度の成果物に関する協議 

第 10 回 

２月７日（金） 

午後２時～４時 

201 会議室 

１ 令和５・６年度の成果物決定 

２ 今期のまとめ 

 


